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 調査報告書の発行にあたって 

 自由法曹団の阪神・淡路大震災対策本部のメンバーは、１９９５年８月５日から１０日まで、ロサ

ンゼルス・サンフランシスコの地震の際のアメリカ連邦政府等の震災対策の実情などを調査してきま

した。 

 この調査報告書は、このとき調査した、連邦・州・自治体のそれぞれの取り組みや、地域住民を支

える法律家たちの活動の報告などからなりたっています。私たちは、この報告書を震災後８カ月余り

をへて、なお、生活再建と住居の確保に多くの困難をかかえている被災者の方々や支援されている多

くの市民や団体の方に目を通していただきたいと思います。そして、政府・兵庫県・神戸市はじめ各

自治体の担当の方々や、議会の方々にも真剣にうけとめてほしいと願っています。 

 私たち自由法曹団は、人権と民主主義、平和の擁護を旗じるしとして、全国１４６０名の弁護士を

結集している法律家団体です。この数は日本の全弁護士の約一割に相当するものです。私たちは、民

衆のたたかいや苦難のあるところ、つねに現地に赴いて、ともにたたかうことを作風としています。 

 私たちは、阪神・淡路大震災の直後から対策本部をつくって活動を重ねてきました。 

 全国の団員による数次の現地調査、現地における法律相談活動、そして、わが国における災害救助

法等の研究にもとづいて、これまで数々の政策と提言を重ねてきました。その提言を、政府の復興対

策本部・厚生省・建設省・大蔵省や地元兵庫県・神戸市等に提出して折衝を重ね、その都度、折衝の

模様や関係当局の応答を公表してきました。 

 これまでの提言は次のとおりです。 

 ① 「生活再建とまちづくりについての提言」（９５年 ３月） 

 ② 「緊急提言－被災者援助の不徹底は被災地復興の最大の障害」（９５年５月１５日） 

 ③ 「緊急意見書」（1 避難所閉鎖と仮設住宅、2 被災者への助成の実施、3 住宅金 

   融公庫融資の運用の３点にしぼったもの ９５年７月２０日） 

 この間、倒壊建物の再築についての住宅金融公庫融資手続の運用の改善やいったん締め切られた災

害援護資金貸付の受付再開など、いくつかの改善がすすめられたことは評価に値しましょう。しかし、

これらの折衝において、国と自治体とが施策実施の責任を回避し、あるいは他になすりつけたりする

態度も散見され、かつ、抜本的な災害救助が実行に移されていないこともまた感じざるを得ませんで

した。 

 このようななかで、 

・ アメリカの震災対策はどうか、 

・ １９９４年１月のロサンゼルス・ノースリッジ地震、１９８９年１０月のサンフランシスコ・

オークランド地震などにおける政府援助や連邦危機管理庁（ＦＥＭＡ）の活動状況はどうか、 

・ 被災者たちの運動や法律家のかかわりはどうか、 

などについて、現地に赴いて直接調査してこようということになりました。こうしてこの８月、二

つの都市を訪問し、それぞれの活動を学んできたのです。 

 地震で倒壊したハイウェイがそのまま再建されることなく、広大な跡地が防災用地となっている実

例もみてきました。「アメリカでも連邦と自治体との間の矛盾や責任のなすりあいはないことはない。

日本と同じ点もあるよ」と笑いながら、「しかし、ともかく被災者の救援には震災直後の援助こそ有

効なのだ。自治体の要請をうけて、まず、連邦が金も人も出すのだ」といった姿勢には感服もしまし

た。そうした調査の成果を、それぞれが分担して、それぞれの責任で執筆したのが、この調査報告書

です。 

 自由法曹団は、この訪米調査などにもとづいて、新しい「要望書」（９５年９月２５日付）を取り

まとめました。「要望書」では、生活再建と住居の確保は被災者の権利であることを確認し、現行の
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災害援助法等を活用し、予算措置をとるならば十分に実現可能な施策を提起しています。 

 この調査にご協力いただいた方々にあらためて感謝の気持ちを捧げるとともに、この 

ささやかな調査報告が、阪神・淡路大震災の被災者の救援や今後の災害対策の模索に、いかばかりで

も役立つことを念願するものです。 

   １９９５年 １０月 ２日 

               自由法曹団団長、阪神・淡路大震災対策本部長 

                              石 川 元 也 

 

 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 「震災訪米調査 ９５．８．５～１０ 調査報告書」について 

 自由法曹団阪神・淡路大震災対策本部が、９５年８月に行った訪米調査の報告書。スタッフォード

法にもとづく危機管理庁（ＦＥＭＡ）の災害救助をはじめとするアメリカの災害対策を紹介した。 

 「９・１１」後、ＦＥＭＡは国土安全保障省（ＤＨＳ）に組み入れられ、スタフォード法やその運

用の変容も指摘されているが、ロサンゼルス・ノースリッジ震災などでアメリカの救助システムが有

効に機能したことの意味が失われるものではない。 

 本冊子では、Ｂ５の原版をＡ４に再編集し、見出し番号等を調停しているが、内容に手は加えてい

ない。 

                         ２０１１年 ３月２０日  田中 隆 

  



 ４

［１］ 訪 米 調 査 の 目 的 と 概 要 

                                 弁護士   赤沼康弘 

１ 訪米調査の目的 

 自由法曹団阪神・淡路大震災対策本部では、９５年８月５日から１０日まで、ロサンゼルス・サン

フランシスコで発生した二大地震における被災者救援制度と救援活動の調査を行った。これは、自由

法曹団のナショナルロイヤーズギルド訪米交流にあわせた企画であり、ロサンゼルス・サンフランシ

スコのギルド所属弁護士などの協力を受けて実現することができたものである。 

 阪神・淡路大地震は９５年１月１７日に発生したが、そのちょうど１年前の９４年１月１７日、ロ

サンゼルスで規模もほぼ同程度の都市直下型地震であるノースリッジ地震が発生し、サンフランシス

コでも、８９年１０月１７日に同規模のロマプリータ地震が発生している（さらにさかのぼると、７

１年２月９日にもロサンゼルスでは、Ｍ６．６の都市内陸直下型のサンフェルナンド地震が発生して

いる）。日本でもこれらの震災における高速道路の倒壊などの惨状がテレビ放映され、日本の震災対

策への危惧が示されたのは未だ記憶に新しい。 

 しかし、当時日本政府は現地に調査団を派遣したものの、「日本は大丈夫、参考にならない」と報

告し、日本の防災体制を省みることはしなかった。 

 ところが、今回の阪神・淡路大震災では、これらの震災と同じように高速道路が倒壊し、さらには

るかに甚大な被害が発生した。そのため、発生と同時に政府や一部の学者は、「予想し得なかった」

との弁解をせざるを得なかった。 

 都市防災を専門とする室崎益輝神戸大学教授は、「１年前のロサンゼルスで起きたノースリッジ地

震から学ばなかったことは大失敗、防災大国としてのおごりがあった。この地震では、高速道路の破

壊、高層ビルの破壊、火災などにおいて、まったく良く似た特徴を示している」と述べている。 

 アメリカのこれらの都市では、都市計画において成長管理政策をとり都市の過密化を防いできたが、

これがきわめて有効な防災対策となっていた。またＦＥＭＡ（連邦危機管理庁）を中心とした事前の

防災・救援対策も整備されていたため、救援活動における混乱も少なかったようである。さらにボラ

ンティアとの連携も緻密になされていた。その結果、迅速な消火、救援活動が行われ、避難所も地震

から４週間で役割を終了した。  他方、阪神・淡路大震災では、８月初めの段階でなお２万人近い被

災者が避難所やテント村などで生活し、また、被災建物再建の目処の建っていない被災者が多数放置

されている。被災者支援制度は全く不十分なため、被災者は先行きの展望を失っている。 

 そのため自由法曹団では、これまで被災者の居住していた地域の民有地を借り上げて仮設住宅を建

てること、これらの被災者を救済し、早期に被災地を復興させるために、個人に対する補償ないし保

障としての資金援助を行うべきであるとの提言を発表し、政府、自治体にも要請してきた。だが、こ

のような施策が進められる動きは未だみられなず、他方では、住民を無視した一方的な都市計画が強

行されている。 

 このような日本とアメリカの違いはどこから生じているのであろうか。カリフォルニア州は地震が

多く、地震対策には非常に力をいれているという。その結果、アメリカの防災対策・被災者救援シス

テムは、アメリカ以上に地震の多いはずの日本におけるよりも、はるかに進んだものとなっている。

これは、過去の経験から教訓を学ぶ姿勢の違いなのであろうか。 

 今では、自治体や学者が次々とこの二大地震の調査のために訪米しているということであるが、そ

の中心テーマは都市工学、防災・危機管理体制等にあるようである。 

 そこで、私たちは、アメリカにおける被災者救援の法的制度やその救援活動の実態を調査し、その

貴重な経験と資料を日本のシステムと対比することによって、阪神・淡路大震災における被災者救援
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行政の問題点を浮き彫りにし、日本の被災者救援行政を見直すための材料を提供したいと考えたので

ある。 

２ 訪米調査の概要 

 調査は、連邦危機管理庁（ＦＥＭＡ）や自治体の機関と被災者の中で活動した弁護士たちの双方か

ら行った。 

 ＦＥＭＡは、日本では危機管理の面ばかりが重視されているが、実際は、被災者救援活動の中心機

関でもある。細かいシステムは別途報告に譲るが、注目したのは、実にきめ細かな被災者援助制度が

あることと、ＦＥＭＡが行政機関の限界をわきまえ、被災者の中で活動するボランティアや弁護士な

どと連携し、その報告・意見を積極的に取り入れていたことである。 

 ロサンゼルス市のＯＥＭ（危機管理局）では、震災発生と同時に警察消防などの緊急対処システム

が起動した報告を受けた。これが迅速な消火活動につながっている。 

 また、ロサンゼルスの「サンフェルナンドバレー法律扶助サービス」という低所得者に無料で法的

支援を行っている法律センターの活動も、注目すべきものであった。ここでは、その弁護士、パラリ

ーガル、事務局員が何ヵ月も被災者の中に入り、援助システムの情報を被災者に伝えるとともに、被

災者の実態・要望を逐一ＦＥＭＡに訴え、救援活動の改善を求める運動をしたという。 

 調査団の関係者、伊賀衛氏がロサンゼルス・ノースリッジの震源地から５マイルの地に居住し被災

を受けていたので、そのお宅で被災者の生の声を聞くことができた。伊賀氏は、カリフォルニア州立

大学ノースリッジ校のもと社会学教授である。 

 ７１年のサンフェルナンド地震（Ｍ６．６）の時も被災し、建物被害はそのときの方が大きかった

とのことであるが、今回も建物の一部が損壊した。その補修費用としてすぐに３，０００ドルの補助

金が交付され、これで補修した。氏は、アメリカが個人にこのような援助をするのはそれが経済復興

の早道と理解しているからではないかとの卓見を述べていた。 

 その後、すぐ近くのカリフォルニア州立大学ノースリッジ校を訪問した。ここでは、３階建て駐車

場の一部が崩壊したり、図書館などの建物が損壊するなどかなりの被害を受けたということであり、

未だに補修が完了していない建物もあった。その補修には莫大な予算を必要とするためと、生活に直

結しないためか、後回しになったようである。  サンフランシスコでは、地震で倒壊した高速道路を

もはや不要なものとして撤去した現場を見学した。高速道路が途中で切断され、いかにもここから撤

去しましたという形を残していたが、空間がひろがりすっきりした街になっていた。 

 私たちは、震災にともなう都市計画の状況も調査すべく、ロサンゼルス都市計画局を訪問し、同局

のジェイムス・吉永氏から話を聞いたが、ロサンゼルスでは、震災以前に既に都市計画は整備されて

おり、震災後にそのための都市計画を行う必要はなかったとのことである。その結果が、阪神・淡路

大震災との死者数・被災者数の極端な違いとなって現れているのであろう。 

 同市の都市計画実務の概略を聞いたが、規制は日本におけるよりもはるかに厳しく、他方、十分な

市民の参加が保障されていた。都市計画を進めていくうえで、市民の理解を得ることが実務担当者と

して最も気を使う点であるということであった。むやみに規制緩和が叫ばれる日本との違いを思わざ

るを得ない。 

 途中、ロサンゼルスの全米日系人博物館でたまたま展示されていた日系人強制収用所の見学をした

が、この建物と神戸の仮設住宅の状況が良く似ており、さらに従来の居住地から離れた遠方に入居さ

せられることを考えると、その類似点になんとも言えない気持ちになった。 

 以上、短い期間ではあったが、貴重な資料を山ほど手にすることができた。この調査にあたっては、

ギルド所属弁護士やジェイムス・吉永氏ほか多くの人の協力を受けた。これらの協力に感謝するとと

もに、この調査を、阪神大震災の被災者救援と、さらに今後の自然災害と防災・救済法システムの確
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立のためにも役立てたいと考える。 

３ 二大地震の規模 

 参考のために、二大地震の規模、被災状況を示し、阪神・淡路大震災との比較をしておこう。 

 ａ ロサンゼルス・ノースリッジ地震 

 ・１９９４年１月１７日午前４時３１分発生 

 ・Ｍ６．６  内陸都市直下型地震     

 ・最大加速度 約１８００ガル 

 ・震源    地下１８キロ   

 ・死者      ６１名（うち焼死者３） 

 ・負傷者    ９，３４８名（入院１，４９７） 

 ・罹災建物  約１４，０００棟（うち危険は３，０００棟） 

 ・火災件数  約１００件。ただし、主な建物火災は３５件、うち延焼は７件程度であり、多くは

ボヤ程度ですんだという。 

 ・被害総額  １５０－３００億ドル 

 ｂ サンフランシスコ・ロマプリータ地震 

 ・８９年１０月１７日午後５時４分発生 

 ・Ｍ７．１  内陸都市直下型地震   

 ・最大加速度約 ９８０ガル 

 ・震源    地下１７．６キロ 

 ・死者   ６３名 

 ・負傷   ３，７５７名 

  ・被害規模 被災者約６万  火災は２６件出たが、高圧消火栓を設置するなどしていたため、大

きな被害とはならなかった。 

 ・被害総額 ７０－８０億ドル 

 ｃ 阪神・淡路大震災 

 ・９５年１月１７日午前５時４６分発生 

 ・Ｍ７．２  内陸都市直下型地震   

 ・最大加速度 ８３３ガル 

 ・震源淡路島北端  深さ約１４キロ 

 ・死者     ５，５０２名 

 ・負傷    ３７，０００名 

 ・罹災建物 ２００，１６２棟（全半壊１９２，７０６棟  全焼７，４５６棟）  

 ・被害総額 約１０兆円 

４ 訪問先と懇談した方々（敬称略）など 

 ① 連邦危機管理局（ＦＥＭＡ）関係 

  ａ ロサンゼルス・ＦＥＭＡパサデナ事務所 

   ・カイ パジョウ，Ｐｈ．Ｄ．，Ｐ．Ｅ 

   ・アニタ フィネガン 他 

  ｂ サンフランシスコ・ＦＥＭＡ 

   ・エリザ  Ｙ・チャン   

   ・弁護士スタッフ 

 ② ロサンゼルス市緊急管理局（Ｏ．Ｅ．Ｍ．） 
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   ・Ｒ．Ｋ．ボブ  キャンフィールド 

 ③ ロサンゼルス都市計画局 

   ・ジェイムス  Ｍ・吉永 

 ④ サンフェルナンドバレー法律扶助サービス 

   ・ニール  Ｓ・ドゥドビッツ（所  長） 

   ・キャロン  Ａ・ケインズ  （弁護士） 

   ・Ｒ．モナ  タワタオ      （弁護士） 

   ・クレイグ  Ｔ・ミナミ    （パラリーガル） 

   ・ジェニファー・ローズ  他 

 ⑤ カリフォルニア州保険部門担当弁護士との懇談 

   ・シンディ  Ａ・オシアス 

   ・コニー  Ｍ・ペリー 

  ⑥ 被災地 

   ・カリフォルニア州立大学ノースリッジ校 

   ・ロサンゼルス市ノースリッジ地区 

   ・サンフランシスコ市内の高速道路撤去跡オークランドの高速道路撤去跡 

   ・オークランド・ベイ・ブリッジ 

 ⑦ その他 

   ・兵器コントロール研究所（サンフランシスコ） 

   ・ゴールデンゲイト大学（サンフランシスコ） 

   ・全米日系人博物館（ロサンゼルス） 

 これらの調査において、 

 調査の設定や同行・通訳をいただいた 

  Ｊａｍｅｓ Ｍ．Ｙｏｓｈｉｎａｇａ（吉永）氏 

221 S. Fiueroa, Suite 310 Los Angeles, California 90012   

 通訳をお願いした 藤田摩弥さん 

     7 Via Ermitas Rancho Santa MargaRita California  

のお二人に大変お世話になったことを記し、感謝を表したい。 
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［２］ Ｆ Ｅ Ｍ Ａ の 実 践 に ふ れ て 

                                 弁護士   伊賀興一 

１ ＦＥＭＡ調査の目的 

 訪米調査の中心テーマの１つは、ＦＥＭＡ（Ｆｅｄｅｒａｌ Ｅｍｅｒｇｅｎｃｙ Ｍａｎｅｇｅ

ｍｅｎｔ Ａｇｅｎｃｙ）の活動と救助の実践にふれることだった。 

 事前の調査では、「ノースリッジ地震から１年」と題するＦＥＭＡ報告書において、個人保障を含

めた総合的な被災者救助がなされていることはつかんでいた。その実情を被災者側はどのように受け

とめているのか、又、個人保障をアメリカではどのような位置づけでなされているのか等が我々調査

団の関心であった。とりわけ「自助努力」の元祖ともいうべきアメリカで、報告書にあるような救助

プログラムがどのような理念で行われるようになったのか、どうしても聞きたいところであった。 

 こうした目的のもと、ロサンゼルス市都市計画局に勤務するジェームス・吉永氏にアポイントをお

願いしていた。吉永氏の事前の連絡では、ＦＥＭＡは連邦の機関で州政府も関係するが、氏の勤務し

ているロサンゼルス市とは直接のコンタクトがなく、当初、懇談のセットは難航しそうであった。し

かし、吉永氏の大変な努力により、我々調査団は以下の日程でＦＥＭＡのスタッフとの懇談を実現で

きたのである。 

  ８月７日  ＰＭ２：００～４：３０ 

    ＦＥＭＡロサンゼルス現地事務所 

  ８月１０日  ＡＭ１１：００～１２：３０ 

    ＦＥＭＡサンフランシスコ支局事務所 

 いずれのスタッフも阪神・淡路大震災のことは知っておられ、関心を示されていた。また、サンフ

ランシスコ支局では我々の前後に神大・東大・神戸市等の調査団がこられるとのことであった。 

 全体として、ＦＥＭＡのスタッフは今回（ノースリッジ地震）の対策には自信を持っておられたと

の印象が強かったことをはじめに紹介しておこう。 

 この二つの事務所での懇談内容は以下のとおりである。 

２ ＦＥＭＡロサンゼルス現地事務所にて 

 ロサンゼルス市近郊のパサデナという街のオフィスに、ＦＥＭＡロサンゼルス現地事務所があった。 

 ここでは広報担当官の女性の他に、カリフォルニア州（Ｏｆｆｉｃｅ Ｅｍｅｒｇｅｎｃｙ Ｍａ

ｎａｇｅｍｅｎｔ ＯＥＭ）のスタッフ等４名のスタッフが懇談に参加された。 

 はじめにＦＥＭＡの方からノースリッジ地震における活動は１年半を過ぎて「応急対処」は終わり、

現在長期的対策に入っていることが述べられた。災害直後のレスキューにとどまらず、ＦＥＭＡは被

災者のために被災地に地震支援センターを設置し、１年以上被災者支援活動を行ってきているという。 

 ノースリッジ地震では、地震発生後４８時間以内に、１１ヶ所に災害申請センター（Ｄｉｓａｓｔ

ｅｒ Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ Ｃｅｎｔｅｒ Ｄ－ＡＣｓ）を設置し、その後移動センターも含め

て２１ヶ所に設置され、被災者に対する支援プログラムの相談・申請受付などが行われた。そのため

のスタッフは、ＦＥＭＡとして５，０００人が働いた。 

 また、被災者のための無料相談電話を開設し、少数民族語の対応も行っている。相談電話利用件数

は５０万件にのぼったようだ。相談は後記のような支援プログラムの適用条件や申請手続などが主だ

ったとのことだが、集中したのは、①家賃、②ローン、③失業、④建物修理に関する相談が多かった

ようだ。 

 特にこの懇談に参加したＦＥＭＡのスタッフは、震災後の防災教育に関する仕事に従事しておられ、

学校や図書館向けのビデオやパンフレット類を大量に普及する活動を進めている。その話によれば、
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正しい防災の知識を広めることは、一方で被災者を悪徳業者から守る手段でもあるという。なかなか、

きめが細かいというか多様な効果を考慮して活動されている姿にふれることができた場面であった。 

 我々の方から、ＦＥＭＡの被災者支援プログラムについて、住居の確保と生活再建に大きな力と資

金が投入されているが、その実情をたずねたところ、次のような回答であった。 

 アメリカにおける災害の際の援助プログラムは１９７４年の災害救助法を大幅に改正・具体化した

１９８８年成立のスタフォード法によっている。 

 スタフォード法によれば、瓦礫の撤去、住居の確保、生活助成の三つの救助が柱となっている。 

 ① 瓦礫等の撤去（５１７３条） 

   私的所有地から公費で瓦礫等を撤去できる。７５％は連邦負担。 

 ② 住居等への援助（５１７４条） 

  ａ 住居を失った者への援助メニュー 

   ・緊急又は応急住宅の取得 

   ・借家による住宅の確保 

   ・貸家 

   ・トレーラー住宅・簡易組立式住居の支給 

   などが規定されている。 

  ｂ 仮設住宅 

    民有地または災害により移転した人により提供された土地に建設可。 

  ｃ 期間は最高１８ヶ月 

    ただし、これも延長することが公共の利益に資すると判断した時は延長可。 

  ｄ 費用は連邦は７５％、州等はその余。 

  ｅ 大統領は居住に適さなくなった個人の住宅で、かつ速やかに修理できる住宅については、

「緊急住宅」を提供する代わりに修理、復旧費用を支出できる（５１７４条（ｃ））。 

  ｆ 仮設住宅等の譲渡 

   ・公正な価格で占有者に売却できる。 

   ・ボランティア団体に売却できる。 

    ただし、被災者の為に使用することが条件。 

  ｇ 緊急住宅の建設位置についての考慮事項（同条（ｆ）） 

   ・申立人の家と勤務先との距離、時間 

   ・子供の学校との距離、時間 

   等々を考慮して決定する（申請主義だから）。 

 ③ 個人、家族への助成金（５１７８条） 

   災害関係の必要な支出又は深刻な被害を補うことができない場合、その支出またはそれを補う

為の補助金を与えることができる。最高１万ドル。但し消費者物価指数により年々調整（１

９９４年には１２２００ドルに）。 

 ④ 食券による支給（５１７９条） 

   低所得者に対し１９６４年食糧引換券法により食券を分配できる。 

 ⑤ 法律相談（５１８２条） 

   連邦はこれを保障している。 

 ⑥ 精神面のカウンセリング（５１８３条） 

   精神的健康の為の民間機関への財政的援助を含むカウンセラーサービスを行う。 

 以上の援助プログラムにつき、次のような説明がなされた。 

 住居の確保のためにも、建物が倒壊した家主や借家人の双方に家賃の補助を行い、住宅の再建と住
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居の確保を促している。被災状況に応じて政府援助（Ｆｅｄｅｒａｌ Ｇｒａｎｔｓ）をＦＥＭＡの

小切手で最高１２２００ドルを支給している。 

 これは再建資金の一部で、原則は連邦中小企業庁（Ｓｍａｌｌ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ａｄｍｉｎｉ

ｓｕｔｒａｔｉｏｎ ＳＢＡ）の低利ローン（年３％）の提供を受けてもらうことである。このロー

ンは住宅補修、建築費はもちろんのこと、事業用で１５０万ドル（約１億５０００万円）の融資まで

提供されている。 

 しかし、このローンも借りられない人には州の補完プログラムの適用があり、１００００ドルの直

接援助が受けられるようになっている。 

 この現地事務所では、建物診断、防災教育のスタッフからの説明が長くかかり、以上の話の段階で

時間がなくなってしまった。個人に対する直接助成についての考え方等、もう少し聞きたいことがあ

ったが、これはサンフランシスコのＦＥＭＡ事務所での課題として残し、事務所をあとにした。 

 なお、この懇談の際には、吉永氏に通訳までお願いしてしまい、吉永氏にはお世話になりっぱなし

だったことを記録しておかねばならない。 

３ ＦＥＭＡサンフランシスコ支局事務所にて  

 ＦＥＭＡのサンフランシスコ支局事務所は軍隊の旧基地内にあった。この基地は数年前に軍隊が使

用しなくなった施設で、サンフランシスコの有名な金門橋の近くに位置している。ここでは中国系と

思われるＣｈａｎ広報官と弁護士でもある女性スタッフの２名が応対してくれた。 

 懇談は次のポイントで行われ、ＦＥＭＡの側から以下のような説明を受けることがで 

きた。 

(1) ノースリッジ地震におけるＦＥＭＡの被災者支援の実績 

 連邦の援助は資力の有無に拘わらず、居住者である限り被災の程度に応じて受けられる。 

 まず、被災後すぐに必要な生活を維持する資金として、政府援助金（ＦｅｄｅｒａｌＧｒａｎｔ

ｓ）が最高額１２２００ドルまで支給される。これは居住者（３０日以上）であれば資力は問わない。

支給額は家財道具の損壊程度を積算して決定するが、ノースリッジ地震の場合、ある地域では被害が

大きく積算するまでもなく、地震の３日後にはＦＥＭＡの小切手を配った。 

 ただし、この援助が支援プログラムの中心ではない。原則はＳＢＡの提供するローンを受けること

により、生活再建と住居の確保をすすめることである。 

 しかしながらローンが受けられない人には、州の補完プログラムとして１００００ドルが別途支給

された。これらにより低所得者層の人でも最高２２２００ドルの生活援助金が支給された。 

 被災者に対するＦＥＭＡの支援プログラムは、現地事務所及び無料電話により周知徹底しており、

５０万件以上の相談が寄せられたようだ。 

 支援プログラムの中心目的は「より早く自宅に住めるように」することである。 

 そのために、家賃補助、修理補助等もプログラムに入っている。 

 生活保護世帯にはこうした援助は適用されない。災害により破壊された住居と生活の 

再建のための支援プログラムは社会保障とは異なる災害保障の考えで行っている。 

(2) ＦＥＭＡの援助や活動に対する苦情がないか 

 どんなことをしても苦情が出ないことはないだろう。 

 しかし、ＦＥＭＡの持っている支援プログラムの周知のためには、無料電話はとても有効だったし、

多様な言語のための通訳も増員した。また、ボランティアやリーガルサービスの活動にも大いに頼り、

それから寄せられる情報も、我々の活動をよりよくすすめるための情報と考えている。 

 ノースリッジ地震に関しては、ＦＥＭＡ独自で３０００名の人からアンケートを行ったが８０％位

がＦＥＭＡの活動に満足している、との回答を得た。 
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 実はＦｅｄｅｒａｌ Ｇｒａｎｔｓの支給要件である「居住者」について、サンフランシスコ地震

の際、裁判が起こった。３０日以上の借家契約がないと、居住者と認めない、という当時の扱いに対

する裁判であった。結果は、借家契約の存在のみを強調すると、実際には３０日以上の居住者（例え

ばホテルを転々とする人）でも支給要件がないことになってしまうという点で不合理な要件であると

の結論が出た。我々は１件１件の 

事件で学んでいる。今回は同様の間違いは起こしていない。 

(3) ＦＥＭＡの対処する「危機」とは何か 

 ＦＥＭＡは１９７９年、カーター大統領が設置した。 

 それ以前にも危機対応の役所はあったが戦争や核に対する任務が強かった。カーター大統領はそれ

以外でも、国民の生命や財産等が危機にさらされる自然災害にも対処するべきとの意見を出して実現

したのである。 

 ＦＥＭＡは形式的には大統領宣言により活動を開始するが、実際には常時情報を集める等の活動を

している。但し、市長（最小自治体）の要請が絶対要件であり、それなしには大統領宣言は出されず、

ＦＥＭＡの権限を発動することもない。 

 我々はその援助活動により、被災した市民が立ち直ってくれることを望んで活動している。 

(4) 義援金について 

 最後に我々調査団から義援金についてはどのように扱っているかをたずねた。 

 アメリカでは個人からの義援金はすべて政府では扱わず、赤十字に集約され、主として低所得者層

に対し分配される。 

 企業からの物資（例えば電話の無料サービス等）はＦＥＭＡで活用するようにしている。 

 ここで、我々から日本では阪神・淡路大震災に際し、市民からの義援金が１６００億円集まったが、

赤十字と行政が集約し、分配も行政が行っていること、更には震災後半年も経つのにその３分の２は

未分配であることを告げると、「クレイジィー」との反応がＦＥＭＡのスタッフから返ってきたこと

も付け加えておこう。 

４ ＦＥＭＡの実践にふれて  

 このようなＦＥＭＡの話は、「危機管理庁」として紹介されている我が国での印象を大きく変えさ

せるところとなったことは言うまでもない。感想的に言うならば、日本とアメリカの行政の「質」の

違いなのだろうか。 

 日本では「お上」だが、アメリカでは徹底したサービス機関ということだろうか。また、実利主義

の徹底という面もあるのか。 

 少なくとも、被災者の生活が再建されず、住居の確保がされない限り、都市も経済も復興しない、

と明言するＦＥＭＡのスタッフには感心させられたところである。 

 以上、アメリカにおける救助の実践を踏まえて、震災から８ヶ月経った今日的課題についてふれて

おくこととする。この点は早急に国民的論議を興し、又政府予算において必ずや実現されなければな

らないものと信ずる。 

 第一点は、政府・県・市は今回の阪神・淡路大震災における災害救助法の実施状況をつぶさに国民

の前に明らかにすることである。 

 法の趣旨を生かさない、不十分なやり方、周知されず効を奏さなかった救助プログラムもあろう。

被災者が今それを知らされたら怒りが爆発するかもしれない。 

 しかし、それをせずして次の手は打てないし、ゼネコン主導の都市計画も決して成功しないであろ

う事はここで指摘しておかねばならない。 

 第二点は、今日までの救助の実情を踏まえ、全ての被災者を対象にその住居の確保と生活再建の助
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成金として、当面、住居全壊世帯に５００万円、半壊世帯に３００万円、一部損壊世帯には、その損

壊程度に準じた助成金の支給をなすべきである。 

 実はこのレベルでも再建の土台が確実に得られるとはいえないが、今回の災害における公的保障と

して少なくとも今の時点でこの程度の保障がなされなければ、「自助努力」の土台を欠いたまま「自

助努力」を強要することになる。これでは事態は更に悪化することを知らねばならないと言えよう。 

 ◎資料（訳は藤木邦顕弁護士にお願いした） 

   「ロサンゼルス地震に関する行政サービス」 ＦＥＭＡパンフレットより 

「災害時の援助」 

 ロサンゼルス地震によって影響を受けた個人・家庭・小規模事業のためのプログラム情報 

 災害時の援助プログラムは災害についての大統領宣言のもとで利用出来ます。以下のプログラムに

関する詳細な情報は宣言された郡の連邦、州、地域の災害対策センターにおいて得ることができます。 

○個人・事業に対する災害融資 

保険によって補填されない災害による損失、損害その種類、程度によって個人の家屋、財産につい

ては４万ドルから２０万ドルの、事業については１５０万ドルまでの低利融資を得ることができま

す。その他の経済的損害や困難に対する対策も利用可能です。小規模事業局（ＳＢＡ）１－８００

－４８８－５３２３（以下すべての連絡先のフリートーク電話番号が掲載されているが省略する） 

○災害時住居援助プログラム 

災害に関連する損害または他の理由によって家屋に住めなくなったときは賃借人、家屋の居住者が

他の場所で生活するために、賃料をカバーする援助があります。家屋所有者は、家屋修理に必要な

援助を得ることができます。ＦＥＭＡに連絡ください。 

○災害時抵当、賃借権プログラム 

この緊急助成プログラムは災害のために職や事業を失い、抵当実効により家屋からでなければなら

なくなった人を援助します。これらの助成は家屋に関するローン支払や賃料の実額の小切手の形式

によって利用できます。 

○個人・家族に対する援助 

災害に関係する必要な支出や重大な必要を他の方法によってはまかなえないか、あるいはそれらで

は不適切な場合には最大１２２００ドルの助成を得ることができます。カリフォルニア社会援助局

個人家族助成プログラム（ＬＦＧＰ） 

○低利長期支払ローンプログラム 

家屋所有者、賃貸財産所有者が災害によって破壊され、または損害を受けた不動産の修理・再築の

ためのローンが利用できます。この申込のためには、保険や他のすべての連邦、州の援助を使い果

たさなければなりません。カリフォルニア自然災害援助プログラム（ＣＡＬＤＡＰ） 

○住居、都市開発プログラム 

この被災者向住居プログラムは、低収入の申込者で家屋が居住不能となった者に１８ヶ月にわたっ

て仮住居を提供するものです。居住者は賃料の一部を支払います。合衆国住居都市開発局と地方の

住宅局がこのプログラムを運営します。被災者は災害対策センターに行って地域住宅局の代表と面

談しなければなりません。 

○ＴＤＤ、ＳＦＤ 

農家、牧場主、低収入農村部居住者への融資 

家族農家、牧場主が災害で損害を被った農業資産を修理するために低利融資があります（ＦＭＨ

Ａ）。 

○社会保障援助 

災害で遅れた小切手の配達を促進し、障害・遺族年金の適用を援助します。 
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 その他、退役軍人・家族物資援助・建設業者あっせん、保険情報、精神衛生カウンセリング、失

業者援助、消費者詐欺防止ホットラインが電話番号入りで紹介されている。 

 

［３］ ノースリッジ地震と緊急対処 

                                 弁護士   田中 隆 

１ ＯＥＭ訪問の概要 

 ロサンゼルス・ノースリッジ地震のとき、被災自治体のロサンゼルス市はどのような緊急対応をし

たか、マグニチュード６．６という大震災だったにもかかわらず、被災者の死亡が６１人にとどまっ

たのはどのような措置によるか・・これがロサンゼルス市のＯｆｆｉｃｅ ｏｆ Ｅｍｅｒｇｅｎｃ

ｙ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ（Ｏ．Ｅ．Ｍ．緊急管理局）を訪問した問題意識であった。 

 ８月７日午前に訪問したＯＥＭでは、Ｒ．Ｋ．Ｂｏｂ Ｃａｎｆｉｅｉｄ氏（Emerg-ency 

Preparedness Coordinator ）の説明をいただいた。このＯＥＭ訪問でも、設定・案内から通訳まで、

ロサンゼルス市都市計画局の吉永氏（James M. Yoshinaga ロス市の City planner ）の多大な援助

をいただいた。 

 訪問の雰囲気を示すために、まず概要を記しておこう。 

 ＯＥＭのオフィスは、ロサンゼルス市のシティセンターの地下４階に置かれている。吉永氏の紹介

があり、かつ同伴もあったためか、まっすぐに地下４階のオフィスまで案内された。 

 オフィスには、Ｏ・Ａ機器や資料・地図などが整然と配置されていたが、訪問時（８月７日午前）

には作業中のスタッフの姿はなく、市の各部局の責任者を集めて消防部門の責任者がレクチャーして

いた。「危急事態発生時」ではない「平時」とはいえ、その脇で日本人弁護士の訪問を受けるという

のは、「危機管理機関」としてはいかにも開放的である。 

 訪問の最後に聞いたＣａｎｆｉｅｉｄ氏の言葉・・「レクチャーを聞いていってもいいですよ」

「写真をとってもいいですよ」には正直いって驚いた（「聞いてもいい」と言われても語学力のない

筆者にはさっぱり聞き取れなかったが）。 

 「内部情報は知らせないもの」と心得ているかのような日本の「危機対処機関」に、このような対

応はまず期待できまい。「市民のためにやってるんだから別に隠すことはない」のがあたり前なのだ

が、それを「驚く」ほどに日本の秘密主義は徹底しているということか。シティセンターのエレベー

タには［Ｂ４Ｆ］の表示はなく、「いつでもだれでも自由に入れるオフィス」ということでもなさそ

うだが。 

２ ＥＯＯの組織と活動について  

  Ｃａｎｆｉｅｉｄ氏からは、危急自体発生時に発動されるＥＯＯ（Ｅｍｅｒｇｅｎ－ｃｙ Ｏｐ

ｅｒａｔｏｉｎ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ）について、概要、以下の説明を受けた（通訳をいただ

いた吉永氏の補足説明が若干加わっている）。 

* ＥＯＯの機構と緊急事態への対処 

 ロス市は、市内が１５の選挙区に分かれ、１人づつの市議がいて、１人の市議が２～３０人のスタ

ッフをかかえている。市が１５の地区に分かれている格好で、通常は、市議－市議会の権限が強く、

市長は大きな力を持っていない。 

 しかし、危急事態が発生して、市長が非常事態を宣言すると、緊急事態の体制が通常の市のシステ

ムに重なる形になって、市長に権限が集中する仕組みになっている。 

 この非常事態宣言は１５日以内に市議会の承認を要し、市議会が反対であれば解消する権限がある。 

* ＥＯＯは、非常事態宣言があった場合にのみ作動する機関であらゆる問題について市長に進言す
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る諮問機関の性格を持つ。いわば軍隊における「参謀本部」型のセクションである。ＥＯＯには、市

長も一員として参加するとともに、警察、消防、土木、建築など市の関係１３局の局長がすべて加わ

る。 

 緊急事態がなければ、年に６回定例会議を持つだけだが、緊急事態のときは１日２回開くこともあ

る。ノースリッジ震災のときは、３週間の間に１４回開いた。 

* 緊急事態の際、ＥＯＯは情報・資料を提供する役割を果たす。個々の措置についての指令は出さ

ないが、情報・資料を迅速に広げることによって緊急対応に役立てる。 

 ノースリッジ震災の際は、テレビ・ラジオによる情報伝達がきわめて有効だった。局によっては、

日本語・韓国語・スペイン語等でも放送した。 

* 災害時の救急（レスキュー）活動は消防局の担当だ。 

 ただし、アメリカでは、市（Ｃity ）の所轄とされているのは初動の救護、負傷者の収容等だけで、

市の病院もない。中期的な衛生や検死の業務はすべて郡（Ｃounty ）の責任とされているから、市の

消防は負傷者等をそこまで移送するのが仕事。 

 これは刑事手続で、市の警察が担当するのは逮捕だけで、４８時間以内に郡の保安官（シェリフ）

に引き渡さねばならないのと同じような仕組みだ。 

* 州や連邦との関係 

 災害について責任があるのは自治体（Ｃity）で、自治体がまず対処する。山火事などは市で対処

が可能だから、こうした場合には州（Ｓtate）や連邦（Ｎation）が動くことはない。州や連邦が動

くのは、知事や大統領経の要請があった場合で、要請の主な理由は予算上のバックアップを得るため

だ。 

 消防は市の機能だし、日本と違って警察も自治体にあるから、緊急事態での応急措置の指揮権はあ

くまで市にある。州や連邦が動いた場合も、市・郡・州・連邦の代表が集まった会議によって、措置

が決められる。 

* （「広域災害はどうする」との質問に）１９９１年のオークランド震災の教訓で、州が連絡機関

を設けるようにした。州の連絡機関には５８郡が、郡の連絡機関には８８市が集まっている。 

* （「中央政府が単独で動くことはないか」「中央政府に権限を集めるべきという意見はないか」

の質問に）上級政府に権限はなく、あくまで「下から」。上級政府が単独で動くことはない。ノース

リッジ震災のときは、１時間以内に市長が非常事態を宣言し、午前中に大統領府に要請した。これで

不都合は起こらなかった。 

 暴風雨や洪水などの場合、大統領府に要請するかどうかの判断に３～４日要することがあるが、そ

れでも中央政府は要請がなければ動かない。中央政府からのトップ・ダウンで動くのはただひとつ、

戦争の場合だけだ。 

* アメリカは地方分権が徹底した「下剋上」の国。それで市長がマズければ、市民が市長を追い出

す（このくだりは吉永氏の補足。アメリカに「下剋上」なる言葉があるかどうかは寡聞にして知らな

い）。 

* 市民への救援・援助 

 市民生活の援助は連邦政府の最終負担で行なわれる。市の要請で州が非常事態を宣言し、さらに連

邦（大統領）が非常事態の宣言をした場合に、連邦が動きだし、ＦＥＭＡが活動する。ノースリッジ

震災では災害の大きさが明らかだったから州－連邦がすぐに動いたが、あくまで市の要請にもとづく

もので、最初からＦＥＭＡが動いたわけではない。ＦＥＭＡは自治体が連邦政府から来る資金を活用

するパイプラインだ。 

* ノースリッジ震災での建物等の被害に、応急資金を出している。修復・復興のための資金で、修

復・復興以外には使ってはいけないことになっている。改善しようとする場合には、応急資金を使え
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ない。 

* 応急資金の供与は、 

 ① まず応急修理に１万＄ 

 ② その後は、ローンを申請し、返済能力によって融資を拒否されたものについて 

だけ交付金を与える。 

 全壊して再建築や他の住宅を確保する場合でも、プロセスは同じ。 

* （「『個人補償になるからできない』という声が日本にあるが」との質問に）連邦政府が現に資

金を出している。十分な地震保険がないから資金提供が必要になる。ただし、地震保険が義務づけら

れている地方では、これに入っていないと援助は受けられない。「やるべきことをやらないと援助し

ない」という仕組みだ。 

* （「法律上の根拠は」との質問に）スタッフォード法によって定められている。援助のために必

要な経費は、その都度、予算を通している。 

３ ノースリッジ震災と緊急対応システム  

 以上、訪問で重点的に説明を受けた 

① ＥＯＯの機構と緊急事態への対処 

② 州や連邦との関係 

③ 市民への救援・援助 

について、若干の整理を加えただけでそのまま記載した。 

 ③の市民への救援・援助については、その後のＦＥＭＡ訪問等で一層詳しく調査されており、救

援・援助はやはりＦＥＭＡが主体と思われるので、論評は他のレポートに委ねる。 

 初動の緊急対応を担当するＥＯＯで注目すべきは、「あくまで市が主体で『下から』いく」という

緊急対応システムが、ノースリッジ震災に際してどのように機能したかである。 

 ノースリッジ震災についてのロサンゼルス市市議会への報告（訳文）からの抜粋。 

 １９９４年１月１７日（奇しくも阪神・淡路大震災のちょうど１年前） 

 ４：３１am ロサンゼルス北部のノースリッジとレシダにマグニチュード６．８の地震発生（地下

１６キロ）。 

 ４：３５am 市警察と消防局員によりＥＯＯ起動。市長は自宅からＥＯＯに向かう。 

       一方、州の指示によりＦＥＭＡは特別探索救助隊（ＵＳＡＲ）を発動。 

 ４：３９am 市消防局・ヘリコプターで視察し被害状況調査。 

       消火のため１．５万ガロンの水を空中散布し、１１：００am までに地震直後の火事

はすべて鎮火。 

 ５：３０am エンジニア・維持管理・交通整理の職員は地震直後に現場に出動。 

       市交通局は発生２時間後に起動し、同日中に被災現場をまわり、通行止めやバリケー

ドで于回路をセット。初動の段階で、交通巡査は地域の交通状況、道路状況を掌握。 

 ５：４５am 市警察局、全員出動指示（１２時間交代）。 

       郡警察への協力要請（８：４４am）、郡警察出動合意を伝達（９：００） 

 ５：５０am 市長は緊急宣言（Ｄeclaration of Ｌocal  Ｅmergency）発動の書面に署名。この書

類には州知事への緊急時発動要請が含まれている。 

 ７：３０am すべての救急活動を総合的にコーディネートする指令室が開設。 

１０：００am 最初の被災者避難センターが公園や学校を使って開かれる。 

 ２：３０pm 市ボランティア招集センターが起動。 

 ３：３０pm カリフォルニア州駐在の連邦軍隊が到着。 
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 ４：１５pm 市長は夜明から日没までの間の戒厳令にサイン。 

       （以下、略） 

 ロサンゼルス市当局が作成・提出した報告だから当然といえば当然だが、Ｃａｎｆ－ｉｅｉｄ氏が

強調していた警察・消防など市の機構を総動員した緊急対処システムが、震災とほとんど同時的に起

動し、それぞれの職掌ごとに機能していったことがわかる。マグニチュード６．６という大規模な震

災にもかかわらず、死者が６１人にとどまった背景に、このような機敏な初動対応があずかって大き

かったことは明らかだろう。 

４ 日本の災害緊急対処との関係で 

 アメリカと日本の都市事情の違いは大きく、市の権限（「戒厳令」など日本では首相権限にもな

い）やボランティアとの共同の蓄積など制度上も同列に論じられない部分が多々あることは事実であ

る。しかし、消防や警察、交通、土木といった機能・権限を有効に機能させて災害への緊急対処をは

かるという点では、日本の災害対処と基本的には変わらない。ノースリッジ震災への対処やＥＯＯの

機能は、日本の災害対処のあり方を考えるうえで十分参考になるのである。 

 阪神大震災を機にまきおこされた「危機管理」論との関係で、注目すべき事実を２点ほどあげてお

こう。 

 第１。ノースリッジ震災に際しては、震災直後から州や連邦の動きが始まっており、初動から機敏

に動いたのはロサンゼルス市・ＥＯＯだけではない。 

 にもかかわらず、Ｃａｎｆｉｅｉｄ氏が力説する「災害への対処は自治体が基本だ。違うのは戦争

だけだ」との説明は、実績に照らしても十分な説得力を持っている。 

初動の対処は自治体が主体で行い、その要請のもとに財政力を持った中央政府が直ちにバックアップ

に入り、被災者救援に結びつけるという構造は、それぞれの権限・責任を明確にするうえでも合理性

があると言えるだろう。阪神大震災において、被災者救援についての国・県・市の関係が必ずしも明

確ではなく、「責任のなすりあい」とも言うべき状況がかいま見られたことと対比すると、責任分担

と連係プレーの水準は比較にならないものがある。 

 さらに、「初動対処は自治体」という構図は「あたりまえ」のものになっているようで、連邦政府

側にあるＦＥＭＡからもこれに反対する主張は登場していない。少なくとも、「被災地の自治体では

対処できないから、緊急対処は中央政府の権限」などという日本型「危機管理」論には、訪米調査を

通じてついにお目にかかることはなかったのである。 

 第２。アメリカは強大な軍隊を保有する国家であり、ノースリッジ震災でもカリフォルニア駐在の

連邦軍隊が出動している。だが、この軍隊がどのような役割を果たしたのかは、Ｃａｎｆｉｅｉｄ氏

の説明からも、市議会への報告からも全くうかがい知ることはできない。 

 双方の説明・報告がともに強調しているもの・・それは初動における消防・警察・交通・施設管理

などの機能の重要性であり、これらはそれぞれの機能を専門的に備えた機関によって遂行されている。

鎮火のために大量の水を空中散布したのは、軍用ヘリではなく、消防局のヘリコプターだったのであ

る。 

 その半ばを政府・自治体機関を訪ねた訪米調査を通じて、「自己完結性をもつ軍隊こそが災害対策

の主役」などという主張もまた、耳にすることは遂になかった。 

 Ｃｒｉｓｉｓ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ＝「危機管理」の「本家」と言うべきアメリカのこうした状

況は、日本における安易な「危機管理」論への警鐘とも言えるのではないだろうか。 
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［４］ サンフェルナンドバレー法律扶助センターについて 

                                 弁護士   山内康雄 

１ 法律扶助センターの設立および組織・目的 

 「サンフェルナンドバレー法律扶助センター」（San Fernando Valley Neighborhood Legal 

Servise.Inc ロサンゼルス）は、１９８５年に連邦政府、ロサンゼルス市、弁護士などからからの

公的基金で設立された、財団ないし公社的な性格の団体である。 

 １６人の弁護士と４人の秘書（法律補助職）、その他の職員などを合わせて約３５人の常勤スタッ

フがいる。他に、ボランティアの弁護士などが参加することもある。役員が地域の弁護士会から派遣

されることもある。地域の３５万人市民を対象として、情報提供、相談、カウンセリング、裁判支援

などの業務を行っており、費用はすべて無料である。年間１万人以上の市民を扶助している。 

 スタッフは給与制となっており、弁護士の場合の平均年収は約４万５千ドルで、一般の弁護士より

は低い。弁護士は専属が原則であるが、弁護士事務所で業務を行いながらボランティアで活動に参加

することもある。 

 活動に対する行政からの支配や規制等の問題についても一応質問してみたが、予算・財政的な制約

はあるが、活動内容に対する制約はあまり明確にはないようである（印象としては、わが国の財団法

人法律扶助協会を人的、財政的に強化した組織のような感じである）。 

２ ノースリッジ震災における主な活動 

 二つの点が強調された。 

ａ 個人・被災者への権利周知教育活動 

 ・被災市民のなかに、積極的に入っていく活動をした。 

 ・被災者が、私たちを求めてやって来るのを待っていることはできない。 

 ・モータークリニック活動（弁護士が車で出かけていってカウンセリングなどをすること）をした。 

  被災者の法的な権利の存在を知らせるだけでなく、精神的な問題もカバーする。 

 ・この建物（訪問したセンターの事務所）の一部を地域の情報センターとして公開した。 

ｂ 政府（行政）と人々の間に入るパイプラインの役割 

 ・被災者の不満を私たちが直接ＦＥＭＡなどに伝えることができるし、ＦＥＭＡ（の弁護士）とも

被災者救済で相談もする。また、所員が携帯電話でＦＥＭＡに地域の最新情報を伝えたりもした。 

 ・この地域の被災者は多民族であり、英語教育を受けていない人々が多いため各種通訳が必要だが、

ＦＥＭＡの通訳不足を指摘して、補充させたこともある（被災者の救済、権利教育に必要不可欠

である）。 

 ・３５～４０人のスタッフ全員が、被災者のために数カ月間、このような活動をし続けた（その活

動日誌があり、見せてもらった）。 

３ 相談活動などで明らかになった事実や問題点 

 以下、説明にあった点を列挙する。 

 ・表面に出なかった問題で大きなものは、「家庭内暴力」の増加である。 

  これは、サンフランシスコ地震（１９８９年）の際のデータで判明したことだが、ほとんどが夫

婦間、男女間のもので、老人への暴力も少なくなかった。 

  この背景には、「ＦＥＭＡの動きが遅い」、「援助が届かない」、「そのため家の建て直しがで

きない」などの事情がある。 
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 ・連邦政府は、避難所（シェルター）を４～６週間で閉鎖してしまった。 

  連邦政府や赤十字からは、アパートを借りる資金が供与されたが、充分行き届かなかった。その

ため、人数は把握できていないが、大半はホームレスとなった。 

  中には、閉鎖期限に警察官が被災者を追い出したところもある。 

  政府は、避難所閉鎖後の被災者は、赤十字、教会、ボランティアが援助するべきことだと言う。 

 ・政府の用意した仮設住宅に１万５千人程が居住しているが、それももうすぐ明け渡さなければな

らない。 

  ロサンゼルスでは、低所得者用住宅が少ない。地震後に被災者用公共住宅を建てることもなかっ

た。従って、今後これらの被災者の救済や生活確保には問題が残っている。 

 ・保証金をとられたまま返してもらえない、家主が家屋修理の補助金をもらいながら家を直さず追

い出された、住めない家のままで家賃をとられているなどの借家人のケースがある。 

  また、賃貸住宅の不足から、車庫や物置を被災者に貸して家賃をとった者もいた。 

  これらの対策は不十分である。市の調査官が調査をしているが、人手不足で十分な調査ができず、

また、市の弁護士が訴えない限り法的対策はとれないし、市の弁護士は少ないのが実情である。 

４ 震災とＦＥＭＡのありかた 

 ＦＥＭＡについて、以下のような説明や主張があった。 

 ・歴史的にみて、ＦＥＭＡや赤十字の組織は、被災者の救援について矛盾したデータが出ている。 

  つまり、弱い立場（Low Income）の人々に支援がいかないということである。 

  ＦＥＭＡに弱い立場の人々の立場に立って見るように要求している。 

  ５年前のサンフランシスコの地震の時には、ＦＥＭＡを訴えたこともある（事実上勝利した 後

述） 

 ・問題点１ 

  ＦＥＭＡは、災害援助の申請手続に多くの資料提出を要求する。 

  災害でなくなってしまうと準備できないのは明らかなのに、無理な要求をして救済を遅らせる。 

  少しの資金があれば対応できることであり、改善すべきである。 

 ・問題点２ 

  ＦＥＭＡは、もともと世界規模の問題（戦争や核事故など）に対応するために作られた（軍事

的）組織であり、小さな市民の被災に対応するために作られたものではない。 

  農業をしている人々のためのもので、都市の災害に対応してない。  

  土地を持っている人、事業をしている人のための対策に傾く。 

  ＦＥＭＡというのは、元来危機管理のための組織であって、個々の災害援助をきめ細かく実行す

るための組織ではないようである。 

  しかし、この問題は、議会の問題でもあり、運用によって改善できる 

 ・ＦＥＭＡの援助の事例 

  ① 家を貸す人（家主）のためのアシスト 

  ② 借家人のための住宅修理ローン 

  資料を多数要求され、失業の証明も必要とされる。 

  しかし家主は、このローンが降りるまで待つ義務はないので、借家人が手続できるまでに借家人

を追い出せる。 

  ＦＥＭＡは、家主からの立退の催告状が出てからでなければ援助を受けつけないが、家主は、催

促状さえ出せばいつでも借家人を追い出せるので、救済につながらない。 

 ・我々の対策 
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  ＦＥＭＡが災害救助活動をする時には、その都度ルールを変えることは可能であり財政的補填も

できる。従って、弁護士がＦＥＭＡにその都度、ルール、制度の変更を要請している。 

 ・ＦＥＭＡ相手に裁判を訴えた例（サンフランシスコ地震１９８９年） 

  救済対象となる被災市民は、３０日以上居住という要件がある。 

  被災市民が家主から２８日で追い出されるケースがあった。悪徳家主が、借家人らに居住権が発

生しないように、賃貸借契約で２８日契約とするなどの対応をしており、これらの市民が救済対

象とならなかった。 

  そこで、被災対象と認めないことの違法を確認する裁判を起こした。 

  ＦＥＭＡは、公判前の交渉で、４～５か月間の住宅資金にあたる、総額２７００万ドル（？）を

拠出した。 

  これは、サンフランシスコ周辺の弁護士が政府にプレッシャーをかけたことなどによる連邦政府

の政治的判断である。 

  その後ＦＥＭＡは、地震の場合ではないが、洪水の災害について、被災者で援助を受けられる人

の数を減らす法律を通した。 

  「スタフォード法」という法律で、政府が指定した洪水危険地域では、保険に入っていない市民

には援助を与えないという法律要件を加えた。 

  災害の対策には、常に政治がからんでくる（大統領の選挙対策）。 

  フロリダのハリケーン災害の時、ブッシュは遅いと避難された。 

  クリントンの時も、カリフォルニアの投票者の支持が必要だった。 

  オクラホマの時もそうである。 

  ＦＥＭＡの来年の予算はカットされる予定である。 

  いわゆる冷戦の解消による危機管理体制の縮小と災害援助予算の減額の両面があるようである。 

５ 阪神大震災について 

 この点については、時間がなかったので、充分な討議はできなかった。 

 神戸の仮設住宅の問題点（規模、位置、広さなど）を説明したが、アメリカとのスケールや実情の

違いなどから、交通、生活の不便さなど被災者の苦痛が充分伝わったかは不明である。 

 日本の赤十字社活動が行政から独立していないという問題点が指摘されたのが、注目された。 

 アメリカでは、個人の寄付金や義援金は、すべて赤十字社や教会に集まり利用されるもので、政

府・行政がこれに関与することはないという。 

 政府が民間からの援助を受けるのは、企業からの援助や物資の援助を受け入れてこれを被災者に配

布するだけである。 

 同席した地元新聞の記者が、国際赤十字社を通じて義援金を送ったのに兵庫県の災害復興対策本部

によって使われていると聞いて憤慨していた。赤十字社の活動の独立性を回復するために、国際赤十

字社から人員を派遣する必要性も指摘された。 

 日本政府が震災後６か月余を経て、なお被災者（避難者）を救済できないことを恥と思わないこと

の問題も指摘された。 

 アメリカの経験からアドバイスできる一つとして、問題が解決するまでは避難所の人々がとにかく

固まっていること（避難者がまだ多数残っていることを社会にアピールし続けていること）が大切で

あるという指摘を受けた。 

 合わせて、マスコミ対策の重要性も指摘された。 

 ６ まとめ・・・「センター」の活動にふれて 

 この組織（サンフェルナンドバレーリーガルサービスセンター）の設立の  経過、目的、これまで
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の活動の実績などの概略を聞いてみると、わが国の法律扶助協会と弁護士会の人権擁護委員会、総合

法律センターなどの活動を集約し、これを人的・物的（資金的）に強化した団体のような印象を受け

た（それで表記のような「法律扶助センター」という訳をつけてみた）。 

 彼らの活動は、常に積極的、前向きである。 

 彼らの収入（給与）は、アメリカの諸物価の安さを考慮にいれても、我々団員の平均より相当低い

ものと思われるが、彼らのエネルギーはどこからきているのだろうか。 

 「震災の時あなた方は自ら被災者のなかに入っていったか」との質問を受けたとき、私は一瞬答え

られなかった。団は、比較的早くから、被災者のいる  現場や避難所などでの相談活動を行い、また

国や自治体に対する各種提言などもその都度行ってきてはいたし、弁護士会も、各自治体などからの

要請がないうちから、自ら積極的にボランティア活動を組織しながら、各地の法律相談活動をしてき

たが、そのなかで自分自身は受け身の姿勢が強かったように感じていたからである。 

 この両方の組織の活動を兼ね備えたかのような活動ぶりを聞いて、これが主として連邦や州などの

行政の補助金で賄われていることを考えると、アメリカのある種の大きさを感じた。 

 リーガルサービスセンターの側から、連邦政府の機関のひとつであるＦＥＭＡを見てみると、これ

はやはり戦争などを念頭に置いた軍事機構の一翼を担っている組織（その事務所も基地内にある）で

あり、災害における被災者の救済活動も、危機管理における治安対策の側面から抜け出せないために、

その救済活動の実効性についても一定の限界があるように感じられた。 

 しかしこのような限界のなかでも、このリーガルサービスセンターの活動をはじめ、各種の運動に

より、災害救助の面でも一定の役割を果たさせてきた事実をうかがうことができ、その内容も、わが

国のこれまでの災害救助法の実績よりも進んでいる面が多いといえる。 

 今後は、アメリカの世界戦略や国内治安対策のなかで、このリーガルサービスセンターとＦＥＭＡ

という両組織が、それぞれどのように発展或いは変化していくかが注目される。 

 最後に、アメリカでの弁護士の活動分野について一言する。 

 アメリカでは、弁護士の人口が圧倒的に多く、またそのため訴訟や事件にされる紛争も多いようで、

各訪問先（特に行政組織）ごとに、弁護士の団体と聞くと、おしなべていい顔はされなかった（ＦＥ

ＭＡでは、自由法曹団の団員数を聞いたフィーマの弁護士が、「アメリカではこの半径１マイルの範

囲内にその程度の弁護士がいる」と言っていた）。 

 しかし同時に、弁護士の活動分野も、日本とは比較にならない程広範囲に広がっているように見受

けられた。このリーガルサービスセンターはもとより、ＦＥＭＡでもあるいはカリフォルニア州の保

険省などの行政機関でも、その法務部門では弁護士が常に常勤して活動しているし、都市計画や土地

の用途地域や建ペイ率の変更を求める公聴会などでも、申請者や市民の代理人として弁護士が活躍し

ている。 

 わが国における司法改革・司法試験改革や弁護士増員問題を考えるうえで、こうした弁護士のあり

方はひとつの参考になった。 

 

［５］ ア メ リ カ に お け る 地 震 保 険 

                                 弁護士   小池振一郎 

１ 地震保険についてのアメリカ弁護士との懇談 

 訪米調査団は、８月９日夜サンフランシスコのホテルで、カリフォルニア州保険省のシンディ・オ

シアス上席法務弁護士ならびにコニー・Ｍ ・リー弁護士と会談した。食事をともにしながら、アメ

リカと日本における地震対策と保険の内容・機能について語り合う、きわめて有意義でかつ愉快なひ
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とときであった。 

 このとき、シンディ女史はアメリカ（カリフォルニア州）における地震保険について説明し、後日、

それに関する資料と手紙を自由法曹団事務所まで送ってくれた。震災や保険というある意味で特殊な

分野を語り合った法律家の間に、国境を超えて通じあうなにかがあったのだろう。 

 以下、アメリカ（カリフォルニア州）における地震保険について簡単に紹介し、同女史の手紙のう

ち地震保険に関する箇所を訳出する。 

２ アメリカの地震保険について 

(1) 地震保険の概要 

 アメリカにおける地震保険は、日本と同様、火災保険とセットで販売される。火災保険においては、

地震は免責事由とされるのも日本と同様である。 

 しかし、アメリカでは、地震保険に加入していなくても、地震を原因とする火災には保険金が支払

われる（下記手紙③参照）。 

 これに対して、日本の火災保険では、地震を原因とする火災により住宅が半焼（半壊ではない）し

たり家財が全焼した時には、３００万円を限度として保険金額の５％の見舞金（「地震火災費用保険

金」という）が支払われるにすぎない。 

 カリフォルニア保険規約は、保険会社が火災保険を引受ける際には必ず地震保険の説明をし、地震

保険を希望しない場合はその旨の確認のサインを徴するものと規定している。下記手紙③に記す「地

震保険付きでなければ、保険会社は住宅所有者に保険を提供できない」とは、この州法を指すのであ

ろう。 

 しかしながら、「住宅所有者と地震保険を『連結させる』」（同上）といわれるこの規定にもかか

わらず、地震保険加入率は日本と同様に低いようである。 

 実情は以下のとおり。 

 ロサンゼルス郡及びオレンジ郡における日系企業及び個人の調査（「１９９４ロ  サンゼルス近

郊地震（ノースリッジ地震）の記録」国土庁防災局監修・ぎょうせい ２４７頁）によれば、火災保

険加入者に対する地震保険加入者の割合は、企業で１０％、個人で８％という。日本における地震保

険加入率は、全世帯の７．２％（１９９４年１０月末現在）であり、関西はさらに低率である。 

(2) カリフォルニア州保険省のシンディ・オシアス上席法務弁護士の手紙より 

ａ 住宅所有者保険証書への２つの地震裏書条項 

 Ｔｈｅ Ｉｎｓｕｒａｎｃｅ Ｓｅｒｖｉｃｅ Ｏｆｆｉｃｅ社（ＩＳＯ）は、多くの資産及び災害

保険証書様式を発行する業者グループである。ＩＳＯ様式に加入する保険会社はこの裏書条項を利

用する。 

ｂ カリフォルニアＦＡＩＲプラン火災保険証書への地震及び火山噴火裏書条項 

 ＦＡＩＲ（保険資格への公平なアクセス）プランは、金融業者／抵当権者によって住宅保険を掛け

るよう要求されているのにそのような保険を見出せない人々のためにカリフォルニア議会によって創

設された。旧市内の過密地区のある都市部（強盗、放火、暴動の危険がある）や森林地帯（山火事の

危険がある）の住宅のような高いリスクに保険をつけたくない保険会社が多いからである。 

ｃ 地震保険についてのカリフォルニア保険規約第８－５章 

 １００８１項は住宅所有者と地震保険を「連結させる」といわれる規定である。 

 地震保険付でなければ、保険会社は住宅所有者に保険を提供できないのである。 

 現在議会にはこの２つを「切離す」動きがある。１００８８項は、資産が地震保険に入っていなけ

れば地震を原因とするどんな被害にも保険金は支払われないと規定している。ただし、１００８８－

５項は１００８８項の適用除外から火災による被害を除いている。地震保険に加入していなくても地
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震を原因とする火災には保険金が支払わるのである。 

ｄ 火保険に関するカリフォルニア保険規約第３条 

 カリフォルニアでは、住宅火災保険に使用される基本様式は（州）法－２０７１項によって規定さ

れている。証書の中の「含まれない危険」の部分では、地震は除外項目としてはあげられていない。 

ｅ カリフォルニア保険規約第６－５条・・・不公正行為法 

 ７９０ー０３項（ａ）ー（ｇ）は、保険業における禁止されている競争方法、不公正かつ人をだま

ような行為について規定している。 

 ７９０－０３項（ｈ）（１）－（１６）は、不公正な保険請求支払行為について規定している。 

 次項の根拠になっているのは後者である。 

ｆ カリフォルニア条例第１０編第５章７ー５条項・・・不公正な保険請求支払行為条例 

 保険局の弁護士たち（シンディ女史を含む）が、消費者及び業界の代表者らからなる対策委員会と

協力して１９９２年にこれらの条例を書いた。この条例は、９２年１２月に承認され、９３年４月に

施行された。 

 これは、ロマ・プリータ地震（８９年１０月）とオークランド山火事（９１年１０月）の後だが、

ロサンゼルス地域の３件の火事（９３年１０月、１１月）とノースリッジ地震（９４年１月）の前で

ある。 

 我々は、これらの条例をよりわかりやすくするために、まもなく修正するかもしれない。 

ｇ 同条例２６９５０－７項（ｂ）及び（ｈ）に関する広報Ｎｏ．９４－１０ 

 一部の（保険）会社が自分に都合のいいように条例の一部を誤って解釈している  ことが１９９

４年９月にわかった。保険局が意図したものを保険会社に明確にする  ためにシンディ女史がこの

広報を書いた。 

ｈ 住宅資産損害保険請求手続ガイド 

 この本はＪｏｈｎ  Ｇａｒａｍｅｎｄｉ元保険局長官（彼はクリントン大統領によって連邦内務省

次官に任命されたばかりである）の下で、保険局の数人により執筆された。シンディ女史もガイドの

一部を書いたが主に編集長としてかかわった。（その他、参考資料の説明の記述があるが、省略す

る） 

    ・・・以上の訳出は、弁護士小池振一郎において翻訳・整理したものである。 

 

［６］ ロマ・プリータ地震とまちづくり 

                                 弁護士   田崎信幸 

１ ロマ・プリータ（Ｌｏｍａ  Ｐｒｉｅｔａ 黒い丘）地震と被害状況 

 １９８９年１０月１７日午後５時４分、サンフランシスコ市のロマ・プリータ山の地下１８ｋｍを

震源として、Ｍ７．１の内陸都市直下型地震が発生し、死者６３人、負傷者３千７５７人、被災者約

６万人、直接被害総額１千億ドル（約１兆円）の被害を出した。なお、火災は２６件発生したが、整

備された高圧消火栓により、延焼はくい止められた。これは１９０６年の地震（Ｔｈｅ  ｇｒｅａｔ

ｅａｒｔｈｇｕａｋｅ）の際、約７００人の死者と、７５時間に及ぶ１千２２０ヘクタール、２万８

千棟を焼失したことに学んだ防災体制が奏功したものである。 

 橋梁については、３橋が落下し、９橋が大きな損傷を受け、１３橋が中程度の、６５橋が軽微な損

傷を受けた。特にインターステート・ハイウェイ８８０号線のサイプレイス高架橋や、オークラン

ド・ベイ・ブリッジＥ９橋脚の落下は、走行中の車と人命に被害を及ぼした。市内ではマリーナ地区

と、サウス・オブ・マーケット地区に被害が大きく、これらの地盤が悪い埋立地域では、液状化現象



 ２３

により、道路・建物に多くの被害が生じた。 

２ 被災地の現地調査の内容 

 サンフランシスコにおける被害現場の調査は、高速道路の被害状況と、その後の対応とを重点とし

て、１９９５年８月１０日に行った。 

 以下、その概要とコメント。 

ａ オクタビア（Ｏｃｔａｖｉａ）地区 

 サンフランシスコでは１９５０年代は、鉄筋による橋脚とした高速道路が建設されていたが、１９

６０年代以降は財政上の理由から鉄筋ではなくてコンクリート製になっており、それが今回の地震に

より大きな被害を受けた。 

 オクタビア地区では、高速道路への進入路（ランプ）の部分が落下したまま、撤去され、復元され

ていない。付近の住民は進入路がもう一本あるので復元しなくてもよいと 

言っているそうである。 

ｂ エンバーカデロ通り（Ｔｈｅ  Ｅｎｂａｒｃａｄｅｒｏ） 

 ウォーターフロントのエンバーカデロでは、地盤が軟弱であり、高速道路が損傷したが、住民は将

来の安全のために復元することに反対し、高速道路は全て取り毀され撤去された。その後には路面電

車の通る海岸通り（Ｔｈｅ  Ｅｎｂａｒｃａｄｅｒｏ）が建設されている。高速道路をなくして、そ

の後にパーム等の街路樹を植え周辺を整備して 

住民参加による再開発が進められている。 

ｃ オークランド・ベイ・ブリッジ（Ｏａｋｌａｎｄ  Ｂａｙ  Ｂｒｉｄｇｅ） 

 サンフランシスコとオークランドを結ぶオークランド・ベイ・ブリッジは、全長が１３．４ｋｍあ

る２層構造の橋梁であるが、そのＥ９橋脚上で上層の桁が外れて落ちた。走行中の車がともに落ちた

が下層の桁は落ちなかった。現在復元されているが、復元部 

分の色が違っており、それとわかる。 

ｄ サイプレス（Ｃｙｐｒｅｓｓ）高架橋 

 サンフランシクコに隣接するオークランド市のインターステート・ハイウェイ８８号線のサイプレ

ス高架橋は２層構造のコンクリート橋だったが、約２ｋｍ（約１マイル）区間で崩壊し、下敷きにな

った車の中で４１人という多数の人命が失われ、多くの負傷者が出た。 

 高架橋は地震後、すぐ取り毀され撤去されて、そのままになっている。この場所は交通の要所であ

り、経済的にも多くの損失をもたらした。 

 当初カリフォルニア州交通局（カルトランス、Ｃａｌ  Ｔｒａｎｓ）は、従来のルートまで再建を

計画したが、オークランド市や近隣の住民はこれに反対し、現在に至るまで再建されていない。 

 オークランド市や近隣住民は、従来のルートがこの地域を分断しているので、コミニュティにとっ

てよいルートに変更するよう運動をすすめ、その結果、３通りの代替ルートと２０におよぶハイウェ

イの代案が２００回に及ぶ公聴会が重ねられてルート変更に約２年間の協議がカルトランスとの間で

続けられた。ようやく９３年夏に、州知事とオークランド市長の間で新しいルートが合意された。 

 その後の報道では、カルトランスは１９９８年の完成をめざして新しいルートを約７００億円かけ

て建設中とのことである（Ｃａｌｉｆｏｒｎｉａ  Ｐｌａｎｎｅｒ ｊｕｌｙ／Ａｕｇｕｓｔ  １９

９４） 

 この経緯について付近の住民から事情聴取をしたかったのであるが、この地域は全米でも五指に入

る治安の悪さであるとのガイドの強硬な意見で、実現しなかったのは残念であった。 

 この地域の復興と、社会政策プログラムに、日本円にして約７０億円近くの予算が投じられている

とのことである。 
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